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2021年３月12日

株　主　各　位
東京都中野区本町一丁目32番２号
イ ー ソ ル 株 式 会 社
代表取締役社長 長 谷 川 勝 敏

第46回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第46回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　なお、新型コロナウイルス感染症防止のため、本株主総会につきましては、株主総
会当日のご来場は極力お控えいただき、お手数ながら後記の株主総会参考書類（32
～35ページ）をご検討のうえ、「議決権行使についてのご案内」（3～4ページ）を
ご参照いただき、書面（郵送）またはインターネットにて、2021年３月29日（月曜
日）午後５時30分までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年３月30日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都中野区本町一丁目32番２号

ハーモニースクエア ３階　ハーモニーホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第46期（2020年１月１日から2020年12月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第46期（2020年１月１日から2020年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金の処分の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

以　上
(注)１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申しあげます。
２．本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款第15条の規定

に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.esol.co.jp/）に掲載して
おります。
①連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
②計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

３．監査等委員会及び会計監査人は、当社ウェブサイト掲載事項を含む監査対象書類を監査しております。
４．株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正後の事項をイン

ターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.esol.co.jp/）に掲載させていただきま
す。
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新型コロナウイルス感染症防止への対応について
・新型コロナウイルス感染症防止の観点から、書面（郵送）またはインターネットにより事前に議決

権を行使いただき、株主総会当日のご来場を極力、お控えいただきますようお願い申しあげます。

・会場内は、座席の間隔を空けて配置させていただきます。そのため、満席の際にはご入場をお断り
させていただく場合がございます。

・受付時に検温をさせていただく予定です。発熱が認められた株主様や、体調不良と見受けられる株
主様については、入場をお断りするなどのご対応をさせていただく場合がございます。

・ご来場の株主様におかれましては、マスクの着用と手指のアルコール消毒にご協力をお願い申しあ
げます。

・株主総会の出席取締役及び運営スタッフは、マスクを着用してご対応させていただきます。

・株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、当社ウェブサイトにてお知らせいたします。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示のうえ、切手を貼ら
ずにご投函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2021年３月30日（火曜日）
午前10時

2021年３月29日（月曜日）
午後５時30分到着分まで

2021年３月29日（月曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見本

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいた
します。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使ウェブサイトにログインすることができま
す。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

QRコードを用いたログインは1回に限り可能
です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を
行使する場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力
する方法」をご確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パス 
ワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4
※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(2020年 １月 １日から
2020年12月31日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動の縮

小により、景況感が大幅に悪化し、非常に厳しい状態で推移しました。
当社グループの組込みソフトウエア事業がターゲットとして注力している自動車市場では、

CASE（Connected つながる車、Autonomous 自動運転、Shared & Service シェアリン
グサービス、Electric 電動化）と呼ばれる領域が進展しており、同市場は大きな変革期にあり
ます。また、自動車や医療分野を中心に、安全技術への需要が高まっており、機能安全規格の
認証取得が求められる傾向にあります。

このような環境の中、当社グループは自動車関連業界をメインターゲットと位置づけ、ワン
ストップソリューションの提供に注力するとともに、研究開発への投資を引き続き行ってまい
りました。また、センシングソリューション事業がメインターゲットの１つとしている食肉市
場及び倉庫・物流業界に対しては、指定伝票発行用車載プリンタ（以下「車載プリンタ」とい
う。）並びにハンディターミナルの拡販を進めました。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大により、開発案件の規模の縮小、中止、開始
時期の延期などの影響が出ております。

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高9,042百万円（前期比6.2％減）、営業利益682
百万円（同8.8％減）、経常利益909百万円（同4.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利
益676百万円（同2.6％増）となりました。
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各セグメントの業績は次のとおりであります。
（組込みソフトウエア事業）

当事業は、幅広い分野における電子機器向けの自社製ソフトウエア製品RTOS（リアルタイ
ム・オペレーティング・システム）の開発・販売、受託開発を主に行っておりますが、主に自
動車向けが伸び悩みました。その結果、売上高8,358百万円（前期比6.4％減）及びセグメン
ト利益638百万円（同13.5％減）となりました。

また、当セグメントの売上高の内訳としては、ソフトウエア製商品は1,981百万円（前期比
11.4％増）、エンジニアリングサービス等は6,377百万円（同10.8％減）となっております。

（センシングソリューション事業）
当事業は、冷菓・冷凍食品市場、食肉市場及び物流市場において、車載プリンタやハンディ

ターミナルの販売や、新たなセンサネットワーク関連ビジネスを進めましたが、車載プリンタ
関連の販売が前年の水準に達しませんでした。その結果、売上高676百万円（前期比8.1％
減）及びセグメント利益24百万円（同2.6％減）となりました。

②　設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は87百万円で

あります。その主な内訳は、従業員増加のための本社事務所のレイアウト変更に伴う内装工事
及び製品製造に係る金型、ソフトウエアの購入であります。

③　資金調達の状況
当連結会計年度は、資本市場での社債及び新株式の発行による資金調達はございませんでし

た。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 43 期

（ご参考）
(2017年12月期)

第 44 期
(2018年12月期)

第 45 期
(2019年12月期)

第 46 期
(当連結会計年度)
(2020年12月期)

売 上 高 (千円) 7,546,838 8,752,265 9,644,996 9,042,716

経 常 利 益 (千円) 445,530 687,273 867,559 909,844

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 (千円) 348,644 524,000 659,326 676,285

１株当たり当期純利益 (円) 21.36 30.52 32.41 33.23

総 資 産 (千円) 4,097,873 6,125,692 6,686,718 7,470,900

純 資 産 (千円) 2,387,049 4,382,067 5,128,294 5,746,615

１株当たり純資産額 (円) 146.26 215.43 252.11 282.34
（注）１．第44期より連結計算書類を作成しております。

なお、第43期につきましては、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和
51年大蔵省令第28号）に基づいて連結財務諸表を作成しておりますので、当該数値を記載してお
ります。

２．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数に基づき、１株当たり純資産額は期末発行済株式総
数に基づき算出しております。

３．当社は、2018年７月２日付で普通株式１株につき10株、2019年４月１日付で普通株式１株につ
き４株の株式分割を行っております。第43期の期首に当該分割が行われたと仮定して１株当たり
当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。
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②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 43 期
(2017年12月期)

第 44 期
(2018年12月期)

第 45 期
(2019年12月期)

第 46 期
(当事業年度)
(2020年12月期)

売 上 高(千円) 7,362,309 8,287,022 9,061,968 8,731,902

経 常 利 益(千円) 496,089 598,469 808,562 858,693

当 期 純 利 益(千円) 384,370 465,025 621,583 571,446

１株当たり当期純利益 (円) 23.55 27.08 30.56 28.08

総 資 産(千円) 4,122,622 6,068,819 6,545,047 7,277,568

純 資 産(千円) 2,506,948 4,443,480 5,152,435 5,665,116

１株当たり純資産額 (円) 153.61 218.45 253.30 278.33
（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式数に基づき、１株当たり純資産額は期末発行済株式総

数に基づき算出しております。
２．当社は、2018年７月２日付で普通株式１株につき10株、2019年４月１日付で普通株式１株につ

き４株の株式分割を行っております。第43期の期首に当該分割が行われたと仮定して１株当たり
当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を
第45期の期首から適用しており、第44期の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適
用した後の金額となっております。

⑶　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

イーソルトリニティ株式会社 10,000千円 100％ ソフトウエア事業

e S O L  E u r o p e  S . A . S . 10万ユーロ 100％ ソフトウエア事業
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⑷　対処すべき課題
①　組込みソフトウエア事業の拡大

組込みソフトウエア事業は当社グループを支える基幹事業で、主にソフトウエア製品の開発
および販売と、エンジニアリングサービスの２つのビジネスから構成されております。ソフト
ウエア製品はエンジニアの数に依存しない、利益率の高いビジネスであり、このビジネスを成
長させることは当社グループの収益性向上のために重要であります。エンジニアリングサー
ビスは、当社グループにおける組込みソフトウエア事業の売上高の約８割を占めるビジネスで
あり、長期にわたる取引のある顧客層をもち、経営の安定化をはかる上で非常に重要でありま
す。ソフトウエア製品の販売は新規のエンジニアリングサービスに結びつき、この相互関係が
当社グループを特徴づける部分でもあり、これらの成長が当社グループの事業規模拡大の上で
非常に重要であります。

当社グループでは自動車関連の売上高が伸びてきております。自動車の電子化は著しく、当
社グループでは最も重要な市場と考えております。近年は、コネクテッドをキーワードとした
MaaS(モビリティ・アズ・ア・サービス Mobility as a Service)という言葉も現れており、
自動車が単なる移動手段ではなく、社会インフラの一部に変わりつつあります。その変化にお
いても当社技術を活かせるものと考えております。

今後、社会のIoT化がますます進み、私たちとインターネット空間の接点はパソコンやスマ
ートフォンから車や家といった生活空間に広がります。インターネット空間に収集されたデ
ータはあらゆる分野と連携し、生活をより豊かにするとともに、私たちが抱える社会的な課題
の解決へも繋がっていきます。その情報の収集とあらゆる分野との連携においても、当社がこ
れまで培ってきた組込みソフトウエア技術を活かせるよう、技術の開発を進めてまいります。

－ 9 －
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②　組込みソフトウエアエンジニアの確保・育成と生産性の向上
組込みソフトウエア事業での最大のビジネスはエンジニアリングサービスであります。こ

のビジネス拡大のためには開発エンジニアの数の拡大が求められますが、ソフトウエア業界に
限らず、様々な業界で人材採用難が語られております。優秀な人材の獲得を目的の一つとし
て、2019年に東証第一部へ市場変更を果たしました。今後も「働きがいのある魅力的な会
社」となるよう待遇を整備していくとともに、多様化する労働形態に応じて柔軟に対応してい
く必要があると考えております。同時に、「一緒に働きたい会社」として、パートナー企業の
開拓も今まで以上に注力してまいります。

企業の力は、人材の力であります。優秀な人材を採用し、人材の能力をできるだけ早期に向
上させ、付加価値の高い人材に育て上げていく事が重要であると考えております。

③　センシングソリューション事業における既存市場からの出口戦略
1991年に開始した車載プリンタの販売は、加工食品市場、乳製品市場の成熟化、ロジステ

ィクスのセンター納品化、EDI（Electronic Data Interchange）の浸透、販売ルートの統廃
合などにより、すでに衰退期を迎えていると考えております。しかしながら、旧来からの営業
方法を変えることができない顧客が今後も存在すると考えております。ピーク時には年間
1,000台以上の車載プリンタを販売しましたが、今後は200～300台前後の小規模の市場とし
て、しばらくの間は継続すると予想しております。そのため新規投資は避けながら残存利益の
回収に努めてまいります。

④　センシングソリューション事業における新規市場の開拓
車載プリンタに代わる新たな市場として、自動販売機など、まだコンピュータによるス

マート化が遅れている市場や、農業などICT（情報通信技術）が採用されていない市場
に、各種のセンサと既存事業のなかで獲得した耐環境技術を応用したIoTソリューション
を提供いたします。また、これまで培った耐環境技術を応用した新たなデバイスとして防
災システムを開発しました。この防災システムによって、地域住民の安全や企業の継続性
確保に貢献していくことに努めてまいります。

－ 10 －
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⑸　主要な事業内容（2020年12月31日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

組 込 み ソ フ ト ウ エ ア 事 業 組込み製商品の開発・販売及びエンジニアリングサービス等の提供

センシングソリューション事業 流通・物流市場向けトータルソリューションの提供及び
IoTソリューションの提供

⑹　主要な事業所（2020年12月31日現在）
①　当社

本 社 東京都中野区

サ ー ビ ス セ ン タ ー 埼玉県さいたま市南区

大 阪 オ フ ィ ス 大阪府大阪市淀川区

刈 谷 オ フ ィ ス 愛知県刈谷市

②　子会社
イーソルトリニティ株式会社 本社（東京都中野区）

e S O L  E u r o p e  S . A . S . 本社（フランス）

－ 11 －
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⑺　従業員の状況（2020年12月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況
事 業 区 分 従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

組 込 み ソ フ ト ウ エ ア 事 業 404 名 32名増

セ ン シ ン グ ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 32 1名増

報 告 セ グ メ ン ト 計 436 33名増

全 社 （ 共 通 ） 48 2名増

合 計 484 35名増

（注）１．従業員数は就業人員（出向者を除き、受入出向者並びに契約社員及び常用パートを含む。）であり
ます。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、組込みソフトウエア事業及びセンシングソリュー
ション事業に該当しない間接部門に所属しているものであります。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 令 平 均 勤 続 年 数

468名 32名増 38.8才 10.4年

（注）従業員数は就業人員（出向者を除き、受入出向者並びに契約社員及び常用パートを含む。）でありま
す。

⑻　主要な借入先の状況（2020年12月31日現在）
該当事項はありません。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 12 －
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2020年12月31日現在）

①　発行可能株式総数 69,760,000株
②　発行済株式の総数 21,460,800株（自己株式1,106,925株を含む）
③　株主数 4,600名
④　大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

イ ー ソ ル 従 業 員 持 株 会 2,843,326株 13.96％

株 式 会 社 K A M 1,410,720 6.93

株 式 会 社 ビ ー オ ー ビ ー 1,200,000 5.89

笠 　 谷 　 喜 代 年 1,085,765 5.33

株 式 会 社 ア バ ー ル デ ー タ 800,000 3.93

山 　 田 　 光 　 信 721,125 3.54

長 谷 川 　 勝 　 敏 583,015 2.86
ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ　ＢＲＯＫＥＲＳ　
Ｌ Ｌ Ｃ 578,800 2.84
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（ 信 託 口 ） 471,400 2.31

株 式 会 社 デ ン ソ ー 412,000 2.02

（注）１．当社は、自己株式を1,106,925株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．2020年２月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、アセット

マネジメントOne株式会社が2020年２月14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されて
いるものの、当社として2020年12月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、
上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のと
おりであります。

大量保有者　　　アセットマネジメントOne株式会社
住所　　　　　　東京都千代田区丸の内一丁目８番２号
保有株式等の数　910,500株
株券等保有割合　4.24％

－ 13 －
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⑵　会社役員の状況
①　取締役の状況（2020年12月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 長谷川　　勝　敏
社長室・ガバナンス室・経理部・管理部管掌
イーソルトリニティ株式会社　取締役会長
株式会社オーバス　取締役

常 務 取 締 役 上　山　　伸　幸
エンベデッドプロダクツ事業部長
イーソルトリニティ株式会社　代表取締役社長
eSOL Europe S.A.S.代表

取 締 役 徳　永　　　　太 ソリューションエンジニアリング事業部長

取 締 役 山　田　　光　信 センシングデバイス事業部長

取 締 役 権　藤　　正　樹 技術本部長

取 締 役 中井戸　　信　英
いちご株式会社　社外取締役
一般社団法人日本CHRO協会　理事長
ソースネクスト株式会社　社外取締役

取 締 役
（常勤監査等委員） 丸　山　　武　四

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 奥　谷　　弘　和 奥谷弘和税理士事務所 代表

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 高　橋　　廣　司 株式会社プロネット　代表取締役社長

株式会社サンセイランディック　社外取締役

（注）１．取締役 中井戸信英氏、奥谷弘和氏及び高橋廣司氏は、社外取締役であります。
２．取締役 奥谷弘和氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
３．取締役 高橋廣司氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
４．監査等委員会体制の実効性を高めるため、取締役 丸山武四氏を常勤の監査等委員に選定しており

ます。
５．当社は、取締役 中井戸信英氏、奥谷弘和氏及び高橋廣司氏を、株式会社東京証券取引所に対し独

立役員として届け出ています。

－ 14 －

会社役員の状況



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

６．取締役 高橋廣司氏は、2020年５月28日をもって株式会社パルコの社外取締役を退任いたしまし
た。

７．取締役 中井戸信英氏は、2020年６月18日にソースネクスト株式会社の社外取締役に就任いたしま
した。

②　責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び監査等委員である取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

③　取締役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

７名
（１）

83,414千円
（3,600）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

３
（２）

10,550
（4,800）

合 計
（う　　ち　　社　　外　取　締　役）

10
（３）

93,964
（8,400）

（注）１．上表には、2020年２月29日付で辞任した取締役１名を含んでおります。
２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2018年３月29日開催の第43回定時株主総会に

おいて、年額150,000千円以内（ただし使用人分給与を含まない。）と決議いただいております。
４．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2018年３月29日開催の第43回定時株主総会において、

年額30,000千円以内と決議いただいております。
５．また、2020年３月27日開催の第45回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役

及び社外取締役を除く。）に対して、上記３．の固定報酬枠とは別に、譲渡制限付株式の付与のた
めに支給する金銭報酬債権の額として年額40,000千円以内とすることを決議いただいておりま
す。

６．上記の報酬等の総額には、以下のものが含まれております。
・当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額1,925千円（取締役（監査等委員である取締役及

び社外取締役を除く。）６名に対し1,925千円）。
・譲渡制限付株式の付与のために報酬として取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除

く。）５名に付与し譲渡制限付株式5,999千円（報酬等としての額）。

－ 15 －
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７．当社は、2020年３月27日開催の第45回定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃
止しております。これに伴い、取締役（社外取締役を除く。）に対し、役員退職慰労金制度廃止ま
での在任期間に対応する退職慰労金を打ち切り支給することと決議いただいております。上記６．
の役員退職慰労引当金は、当事業年度に係る2020年３月27日開催の第45回定時株主総会決議ま
での期間の費用計上額であります。

④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役 中井戸信英氏は、いちご株式会社、ソースネクスト株式会社の社外取締役及び一
般社団法人日本CHRO協会の理事長であります。当社と各兼職先との間には特別の関係
はありません。

・取締役（監査等委員）奥谷弘和氏は、奥谷弘和税理士事務所の代表であります。当社と兼
職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）高橋廣司氏は、株式会社プロネットの代表取締役社長、株式会社サ
ンセイランディックの社外取締役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係は
ありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役
中 井 戸 　 信 　 英

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出席しました。企業
経営者としての豊富な経験と高い見識の見地から、取締役会において、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。

取締役（監査等委員）
奥 谷 弘 和

当事業年度において開催された取締役会14回の全てに、監査等委員会13
回の全てに出席しました。税理士としての専門的見地から、取締役会にお
いて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っ
ております。また、監査等委員会において、適宜必要な発言を行っており
ます。

取締役（監査等委員）
高 橋 廣 司

当事業年度において開催された取締役会14回の全てに、監査等委員会13
回の全てに出席しました。公認会計士としての専門的見地から、取締役会
において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を
行っております。また、監査等委員会において、適宜必要な発言を行って
おります。

－ 16 －
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⑶　会計監査人の状況
①　名称　　　EY新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,400千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,400

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根
拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額につい
て同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

－ 17 －
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３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務
の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ．当社は、企業が存立を継続するためにはコンプライアンスの徹底が必要不可欠であると

の認識のもと、コンプライアンス規程を定めるとともにすべての役員及び従業員が法
令・定款・社内規程・企業倫理を遵守した行動を取るためのコンプライアンス・マニュ
アルを策定しております。また、直接従業員から通報相談を受け付ける内部通報制度を
設け、法令違反又はコンプライアンス・マニュアルに反する行為又はそのおそれがある
事実の早期発見に努めております。同制度では通報者に対する匿名性を担保するとと
もに不利益となる取扱いの防止を保証しております。

ロ．当社は、社長直轄の内部監査部門が経営課題に的確に対応した内部監査を通じて内部管
理に関する課題を提起することにより、コーポレート・ガバナンスを強化するととも
に、子会社を含む各組織に対して内部管理プロセスを重視した内部監査を実施し牽制機
能の充実をはかっております。

ハ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を遮断するととも
にこれら反社会的勢力に対しては、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、全社を挙げ
て毅然とした態度で対応いたします。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、取締役の職務執行に係る電磁的記録を含む文書、その他重要な情報を、法令及び社

内規程に基づき適正に保存及び管理しております。また、法令又は証券取引所適時開示規則に
則り、必要な情報開示を行います。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、経営に重大な影響を与えるリスクを事前に把握、分析、評価したうえで適切な対応

策を準備し、発生したリスクによる損失を最小限にすべく組織的な対応を行うとともに、リス
クマネジメント状況を監督し、定期的な見直しを行っております。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会は、経営の基本方

針・法令で定められた事項その他経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況
を監督する機関と位置づけ、運用をはかっております。また、当社は、環境変化に対応した会
社全体の将来のビジョンと目標を定めるため、中期経営計画及び単年度の経営計画を策定して
おります。さらに、取締役会の下に、社長が議長を務める経営会議を設けて、取締役会の議論
を充実させるべく事前審議を行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲内で当社業務
の執行及び施策の実施等について審議しております。また、当社は、執行役員制度を導入し、
権限の委譲を図っております。

⑤　当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、「関係会社管理規程」に基づき、当社の社長室の管理のもと、子会社の経営意思を

尊重しつつ、一定の事項については予め当社の承認を求めることや、当社に報告を求めること
により、子会社の経営管理を行っております。さらに、当社の内部監査部門が当社グループ全
体に対して内部監査を実施し、業務の適正を確保しています。

⑥　監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する事項、当該使用人の取締役（監査等委員であるものを除く。）からの独立性に関する事項
及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、社長直轄の内部監査部門が監査等委員会の求めに応じて監査等委員会の監査を補助
することとしております。監査等委員会の招集事務、議事録の作成、その他監査等委員会会議
運営に関する事務は内部監査部門がこれを補佐します。また、当該使用人の任命・異動等人事
権に係る事項の決定には、監査等委員会の事前の同意を得ること、監査等委員会から監査業務
に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令に関して、当社取締役（監査等委員であるもの
を除く。）の指揮命令を受けないものとすることにより、取締役（監査等委員であるものを除
く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性を確保しております。

－ 19 －

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要



⑦　当社及び子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に
報告をするための体制その他の監査等委員への報告に関する体制並びに報告した者が当該報
告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保する体制その他監査等委員
会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社は、当社監査等委員会が定期的に取締役又は使用人から職務執行の状況について報告を
受けることができる体制を整備するとともに、監査が実効的に行われることを確保するため内
部監査部門が監査等委員会の業務を補助しております。また、内部監査部門は内部通報制度に
より当社グループの役職員から得た通報内容について、当社監査等委員会に報告を行うことと
しております。さらに、当社及び子会社の監査等委員又は監査役間での情報共有をはかってお
ります。当社グループは、内部通報をしたことを理由に不利益な取扱いを行ってはならない旨
を定めるとともに、当社の内部監査部門へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報
告をしたことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職
員に周知徹底しております。

⑧　監査等委員会の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員会の職務の執行について生じる費用等を支弁するため、毎年一定額の予

算を設けているほか、監査等委員会がその職務について生じる費用の前払い等の請求をしたと
きには、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認めら
れた場合を除き、すみやかに当該費用又は債務を処理することとしております。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　企業統治体制の概要

当社は、監査等委員会設置会社制度を採用しており、取締役会、監査等委員会及び会計監
査人を設置するとともに、内部監査部門であるガバナンス室を設置しております。これらの
各機関の相互連携により、適切な企業統治体制を構築しております。

②　取締役会
取締役会は、法令・定款・当社規程等に定められた事項や経営上の重要事項に関しての報

告・審議を通じて意思決定を行うとともに、取締役の業務の執行状況を監督しております。
定時取締役会は毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。
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③　監査等委員会
監査等委員会は、年度ごとに策定する監査計画に基づき、法令、定款及び社内規程のもと

遵法経営が定着しているか、リスク予防のための施策がなされているかといった重点項目を
中心に監査を実施するとともに、取締役会の他、社内重要会議に出席するほか、取締役ある
いは部門責任者・担当者からのヒヤリングを行い、ガバナンス室や会計監査人とも相互に連
携して、取締役の業務執行を充分に監査できる体制を整えております。

④　内部監査
内部監査は、社長直轄のガバナンス室が行っております。監査結果は監査報告書等の書面

によって社長及び監査等委員会に報告し、指摘事項に関しては被監査部門に対して計画的に
改善するよう指示を行っております。また、改善結果に関しては被監査部門より報告させ、
確認を行っております。

⑤　リスク管理
当社グループは、コンプライアンス遵守がリスク管理の前提と位置づけ、「コンプライア

ンス規程」、「コンプライアンス基本方針」、「コンプライアンス・マニュアル」を制定
し、コンプライアンス意識の向上と徹底をはかっております。また、取締役及び従業員から
企業倫理に関する相談、通報等を受け付ける窓口としてガバナンス室に「コンプライアンス
報告相談窓口」を設置し、運用することでリスクの防止・軽減に努めております。重要なリ
スク情報につきましては、監査等委員会及び顧問弁護士と連携し対応策の検討を行っており
ます。経営危機が発生した場合の対応については、「危機管理規程」を制定し、対応につい
て明文化しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　  産　  の　  部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備
工 具 、 器 具 及 び 備 品
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金

6,377,629
4,461,053
1,306,112

205,006
104,242
126,199
116,556
58,458

1,093,271
255,217
184,784
64,272
6,160

113,598
110,960

2,637
724,455
419,717
53,791
41,042

209,904

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 1,412,691

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 370,518
未 払 金 278,695
未 払 費 用 32,657
未 払 法 人 税 等 201,628
未 払 消 費 税 等 242,327
前 受 金 189,237
預 り 金 18,941
賞 与 引 当 金 53,275
資 産 除 去 債 務 24,471
そ の 他 937

固 定 負 債 311,593
長 期 未 払 金 118,903
資 産 除 去 債 務 102,663
持分法適用に伴う負債 67,037
そ の 他 22,990

負 債 合 計 1,724,285
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 5,522,760
資 本 金 1,041,818
資 本 剰 余 金 953,635
利 益 剰 余 金 3,611,690
自 己 株 式 △84,382

その他の包括利益累計額 223,854
その他有価証券評価差額金 224,013
為 替 換 算 調 整 勘 定 △159

純 資 産 合 計 5,746,615
資 産 合 計 7,470,900 負 債 純 資 産 合 計 7,470,900
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連 結 損 益 計 算 書

(2020年 1 月 1 日から
2020年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 9,042,716
売 上 原 価 5,845,421
売 上 総 利 益 3,197,295
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,514,780
営 業 利 益 682,514
営 業 外 収 益

受 取 利 息 47
受 取 配 当 金 7,216
助 成 金 収 入 201,829
為 替 差 益 432
そ の 他 17,826 227,351

営 業 外 費 用
そ の 他 21 21

経 常 利 益 909,844
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 909,844
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 245,876
法 人 税 等 調 整 額 △12,317 233,558
当 期 純 利 益 676,285
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 676,285
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貸　借　対　照　表
（2020年12月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　  産　  の　  部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
仕 掛 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備
工 具 、 器 具 及 び 備 品
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金

6,185,799
4,287,436

3,391
185,601

1,102,935
205,006
104,242
125,999

1,620
116,544
53,019

1,091,769
253,345
184,784
62,401
6,160

111,688
109,165

2,522
726,735
419,717
23,170
53,791
20,263

209,793

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 1,367,895

支 払 手 形 8,734
電 子 記 録 債 務 946
買 掛 金 355,030
未 払 金 266,336
未 払 費 用 13,318
未 払 法 人 税 等 200,317
未 払 消 費 税 等 238,684
前 受 金 188,682
預 り 金 18,187
賞 与 引 当 金 52,248
資 産 除 去 債 務 24,471
そ の 他 937

固 定 負 債 244,556
長 期 未 払 金 118,903
資 産 除 去 債 務 102,663
そ の 他 22,990

負 債 合 計 1,612,452
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 5,441,102
資 本 金 1,041,818
資 本 剰 余 金 953,635

資 本 準 備 金 942,093
そ の 他 資 本 剰 余 金 11,541

利 益 剰 余 金 3,530,031
利 益 準 備 金 16,220
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,513,810

別 途 積 立 金 10,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,503,810

自 己 株 式 △84,382
評 価 ・ 換 算 差 額 等 224,013

その他有価証券評価差額金 224,013
純 資 産 合 計 5,665,116

資 産 合 計 7,277,568 負 債 純 資 産 合 計 7,277,568
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損　益　計　算　書

(2020年 1 月 1 日から
2020年12月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 8,731,902
売 上 原 価 5,623,289
売 上 総 利 益 3,108,612
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,484,061
営 業 利 益 624,551
営 業 外 収 益

受 取 利 息 45
受 取 配 当 金 7,216
受 取 家 賃 7,354
助 成 金 収 入 201,829
為 替 差 益 1,146
そ の 他 16,548 234,142

営 業 外 費 用
そ の 他 0 0

経 常 利 益 858,693
特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 69,999 69,999
税 引 前 当 期 純 利 益 788,693
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 236,630
法 人 税 等 調 整 額 △19,383 217,247
当 期 純 利 益 571,446
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年２月24日
イーソル株式会社

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 　 一 宏 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 南 山 　 智 昭 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、イーソル株式会社の2020年１月１日から2020

年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、イーソル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上

－ 27 －

連結会計監査報告



計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2021年２月24日
イーソル株式会社

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 　 一 宏 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 南 山 　 智 昭 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、イーソル株式会社の2020年１月１日から

2020年12月31日までの第46期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2020年１月１日から2020年12月31日までの第46期事業年度における

取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告い
たします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
の業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人であるＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。
⑶　連結計算書類の監査結果

会計監査人であるＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

2021年２月25日

イ ー ソ ル 株 式 会 社 　 監 査 等 委 員 会
常 勤 監 査 等 委 員 丸 山 　 武 四 ㊞
社 外 監 査 等 委 員 奥 谷 　 弘 和 ㊞
社 外 監 査 等 委 員 高 橋 　 廣 司 ㊞

（注）監査等委員奥谷弘和及び高橋廣司は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する
社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　当社は将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、株主還元の向上と
のバランスに留意しながら、配当を実施することを基本方針としております。
　当期の期末配当につきましては、この基本方針に基づき、以下のとおりとさせていただきたいと存
じます。

(1) 配当財産の種類
金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金４円
配当総額　　81,415,500円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
2021年３月31日

－ 32 －
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）６名全員は、本総会終結
の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　なお、監査等委員会は、当事業年度における業務執行及び業績等を勘案し、全ての取締役候補者に
ついて、当社の取締役として適任であると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
再 任

は

長
せ

谷
が わ

川
 

　
か つ

勝
と し

敏
(1962年１月26日)

1982年 ４ 月 エルグ株式会社（現当社）入社

583,015株

1997年 ４ 月 当社ソフトウエア事業部長
1999年 ６ 月 当社取締役ソフトウエア事業部長
2001年 ４ 月 当社取締役ソリューションエンジニアリング事業

部長
2003年 ４ 月 当社常務取締役
2005年 １ 月 当社専務取締役
2013年 ３ 月 当社代表取締役社長、ガバナンス室管掌
2015年 ３ 月 イーソルトリニティ株式会社

取締役会長（現任）
2016
2020
2020

年
年
年

４
１
３

月
月
月

株式会社オーバス　取締役（現任）
当社代表取締役社長、社長室・ガバナンス室管掌
当社代表取締役社長、社長室・ガバナンス室・経理
部・管理部管掌（現任）

（重要な兼職の状況）
イーソルトリニティ株式会社　取締役会長
株式会社オーバス　取締役

２
再 任

う え

上
や ま

山
 

　
の ぶ

伸
ゆ き

幸
(1963年１月20日)

1999年 ７ 月 イーシム株式会社　代表取締役

299,850株

2001年 ４ 月 エルグ株式会社（現当社）入社
2001年 ４ 月 当社エンベデッドプロダクツ事業部長
2001年 ６ 月 当社取締役エンベデッドプロダクツ事業部長
2008年 ３ 月 当社常務取締役（現任）
2015年 ３ 月 イーソルトリニティ株式会社

代表取締役社長（現任）
2017年 １ 月 当社エンベデッドプロダクツ事業部長（現任）
2018年 ３ 月 eSOL Europe S.A.S.代表（現任）
（重要な兼職の状況）
イーソルトリニティ株式会社　代表取締役社長
eSOL Europe S.A.S.代表

－ 33 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件



候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
再 任

と く

徳
な が

永
 

　
ふとし

太
(1963年11月８日)

1986年10月 エルグ株式会社（現当社）入社

335,125株2011年 ３ 月 当社ソリューションエンジニアリング事業部長
2013年 ３ 月 当社取締役ソリューションエンジニアリング事業

部長（現任）

４
再 任

や ま

山
だ

田
 

　
み つ

光
の ぶ

信
(1974年10月21日)

1995年 ４ 月 エルグ株式会社（現当社）入社

721,125株2007年 ８ 月 当社ロジスティクスエンジニアリング事業部長
2008年 ３ 月 当社取締役ロジスティクスエンジニアリング（現

センシングデバイス）事業部長（現任）

５
再 任

ご ん

権
ど う

藤
 

　
ま さ

正
き

樹
(1970年10月10日)

1996年 ９ 月 エルグ株式会社（現当社）入社

189,125株2010年 １ 月 当社技術戦略室長
2012年 １ 月 当社技術本部長
2017年 ３ 月 当社取締役技術本部長（現任）

６
再 任

社 外

独 立

な か

中
い

井
ど

戸
 

　
の ぶ

信
ひ で

英
(1946年11月１日)

1971年 ４ 月 住友商事株式会社　入社

－

2005年 ４ 月 同社　代表取締役　副社長執行役員
2009年 6 月 住友情報システム株式会社（現SCSK株式会社）　

代表取締役会長兼社長
2011年10月 SCSK株式会社　代表取締役社長
2013年 ６ 月 同社　代表取締役会長
2016
2017
2018
2019
2020

年
年
年
年
年

４
５
10
３
６

月
月
月
月
月

同社　取締役相談役
いちご株式会社　社外取締役（現任）
一般社団法人日本CHRO協会　理事長（現任）
当社　社外取締役（現任）
ソースネクスト株式会社　社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
いちご株式会社　社外取締役
一般社団法人日本CHRO協会　理事長
ソースネクスト株式会社　社外取締役

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．中井戸信英氏は、社外取締役候補者であります。
３．中井戸信英氏を社外取締役候補者とした理由は、企業経営者としての豊富な経験と高い見識を有し、

それらを当社の経営に反映していただくためであります。
４．中井戸信英氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結

の時をもって１年となります。
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５．社外取締役候補者との責任限定契約について
当社は中井戸信英氏との間で責任限定契約を締結しておりますが、同氏の再任をご承認いただいた場
合、当社は同氏との間で当該契約を継続する予定であります。その契約の概要は、次のとおりであり
ます。
・会社法第423条第１項の損害賠償責任を当社に対して負う場合は、法令が定める最低責任限度額と

して責任を負う。
・上記の責任限定が認められるのは、責任の原因となった職務の遂行について善意であり、かつ重大

な過失がないときに限るものとする。
６．役員等賠償責任保険契約の概要

当社は、保険会社との間で、取締役及び執行役員を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定
する役員等賠償責任保険契約を締結しており、2021年12月に更新をする予定です。
本議案において各氏の選任が承認可決された場合には、各氏は引き続き被保険者となります。
①　填補の対象となる保険事故の概要

被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請
求を受けることによって生じることのある損害について填補するものです。

②　保険料
保険料は全額会社負担としております。

７．中井戸信英氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として届
け出ております。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員として同取引所に届け出
る予定であります。

以　上
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会場：東京都中野区本町一丁目32番２号
ハーモニースクエア ３階　ハーモニーホール
TEL 03-3373-1270(代表)
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交通 東京メトロ丸ノ内線中野坂上駅改札口→ホール：４分
都営大江戸線中野坂上駅改札口→(丸ノ内線改札口前)→ホール：５分
都営大江戸線中野坂上駅改札口→(A1 出入口)→ホール：６分
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フォントを採用しています。
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